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文書保存規程（大会社・サービス業）

（目的）
第１条　この規程は、当会社が取り扱う文書について、文書の正常な保管と不要文書の廃棄を促進するため、保存基準を定めたものである。

（私有禁止）
第２条　当会社が取り扱う文書はすべて会社組織内で管理し、私有してはならない。

（保存期間）
第３条　文書の保存期間の基準は次の各号のとおりとする。文書の保存期間経過後は速やかに廃棄することとする。

　(1)　永久保存

　　①　定款および重要な諸規程

　　②　株主総会議事録および事業報告書など

　　③　取締役会議事録

　　④　重要な権利義務および財産に関する書類

　　⑤　重要な官公庁許認可書、指令命令書

　　⑥　訴訟および登記に関する書類

　　⑦　年度決算書（財務諸表、有価証券報告書など）

　　⑧　総勘定元帳、税務申告書など

　　⑨　その他特に重要なもの

　(2)　10年間保存

　　①　経営方針決定などに関連する重要な統計および調査資料

　　②　法律で10年間の保存を要する商業帳簿（財務諸表、月次決算書、補助簿、試算表、仕訳表など）

　　③　その他これに準ずる重要なもの

　(3)　７年間保存

　　①　法律で７年間の保存を要する書類（法人の青色申告関係帳簿、証憑書類など）

　　②　その他これに準ずるもの

　(4)　５年間保存

　　①　各種予算など管理の指針となる資料

　　②　法律で５年間の保存を要する書類（棚卸資産関係の受領書、検収書など）

　　③　健康診断個人票

　　④　その他これに準ずるもの

　(5)　３年間保存

　　①　法律で３年間の保存を要する書類（労働者名簿、賃金台帳、労災保険関係書類、その他労働関係の重要書類）

　　②　その他これに準ずるもの

　(6)　１年間保存

　　①　軽易な書類

（保存年限）
第４条　文書の保存年限の決定は次の各号のとおりとする。

　(1)　当該文書名が前条各号および別表「文書保存年限基準表」に例示されているものについてはこれらによる。

　(2)　前号以外のものについては前条各基準から推察して保存年限を決定する。

２　保存年限経過後も保存の必要が認められる場合は新たに保存年限を定めて引き続き保存することができる。

３　保存期間中の書類でも保存の必要がなくなったと認められる場合は上長の決裁により廃棄することができる。

（保存年限の起算点）
第５条　文書保存年限の起算点は、会計文書については当該事業年度の開始時点から、その他の文書は、当該書類の作成日の翌期のはじめからとする。

（不要書類の廃棄）
第６条　日常発生する書類のうち保存を要しないものについては毎期保管中の文書の見直しを行い、極力廃棄することとする。

２　「写」などについては毎年１回廃棄することとする。

付　　則

（施行）
第７条　この規程は平成○年○月○日から施行する。































